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第２節 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動状況 

 １ 広域移動状況 

平成 18 年度に近畿ブロックで排出された産業廃棄物のうち中間処理又は最終処分

のために産業廃棄物処理業者へ委託された産業廃棄物量は、2,642.9 万トンとなってお

り、このうち、29.8％に当たる 787.4 万トンが排出府県を越えて処理されている。787.4

万トンの広域移動量のうち、633.0 万トンが中間処理目的、154.5 万トンが最終処分目

的で移動している。（図 5-20 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-20 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動（平成 18 年度） 

 

府県別にみると、大阪府からの府外搬出量が近畿ブロック全体の広域移動量の

41.4％で最も多く、次いで、兵庫県が 22.9%、以下、京都府が 17.6%、滋賀県が 9.2%

となっている。（図 5-21 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-21 近畿ブロックにおける府県別の産業廃棄物の広域移動（平成 18 年度） 
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中間処理目的で移動した産業廃棄物量を府県別にみると、大阪府からの府外搬出量

が 259.2 万トンで最も多く、次いで、兵庫県が 141.3 万トン、以下、京都府が 126.3

万トン、滋賀県が 58.0 万トンとなっている。 

また、最終処分目的で移動した産業廃棄物量を府県別にみると、大阪府からの府外

搬出量が 67.0 万トンで最も多く、次いで、兵庫県が 38.8 万トン、以下、和歌山県が

18.5 万トン、滋賀県が 14.7 万トンとなっている。（図 5-22 参照） 
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図 5-22 近畿ブロックにおける府県別・移動目的別の 

産業廃棄物の広域移動（平成 18 年度） 
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２ 府県外最終処分状況 

中間処理のために産業廃棄物処理業者へ委託された産業廃棄物量について、処理後

の最終処分量を推定し、最終処分のために産業廃棄物処理業者へ委託された産業廃棄

物量と合計した結果は、表 5-2、図 5-23 のとおりである。 

１）中間処理目的（図 4-14）で移動した産業廃棄物は、種類ごとに処理後の最終処分

量※１を算出し、更に、移動先の都道府県での中間処理後の最終処分先※２を推定し、

産業廃棄物を排出した府県と最終的に処分された都道府県を推定した。 

２）最終処分目的（図 4-15）で移動した産業廃棄物には、他の都道府県で排出したも

のが当該府県内の中間処理業者で処理された後、他の都道府県で処理される最終

処分量が含まれている。このため、最終処分目的の府県間移動量を、当該府県で

発生した移動と、中間処理目的で当該府県に搬入された後、処理後の他の都道府

県へ移動する量に分けた※３。 

３）１）と２）の結果を合せて、近畿ブロックからの最終処分量に基づく、広域移動

量とした。 

注)表 5-2,図 5-23 は、大阪湾広域臨海環境整備センターを含む推定である。 

  ※１~※３の計算式については、巻末参照 

 

表 5-2 府県外最終処分状況（最終処分量換算） 

（単位：千t/年）

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県
滋賀県 58 24 31 1 2 0
京都府 29 10 12 4 3 0
大阪府 192 4 39 45 13 92
兵庫県 1,308 28 87 847 13 334
奈良県 87 10 16 53 6 2
和歌山県 124 9 64 45 0 6

1,800 60 230 989 56 36 429
794 157 57 252 279 34 15

北海道・東北 3 0 1 1 1 0 0
関東
中部 251 123 21 51 26 25 5
中国 319 17 19 108 165 6 4
四国 35 1 3 12 17 0 3
九州・沖縄 186 15 13 80 71 4 4

注）　0は500t未満、空欄は該当なし

計

ブロック内計
ブロック外計

排出地域
処分先地域
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図 5-23 府県外最終処分状況（最終処分量換算） 

 

中国

九州・沖縄
中部

四国

奈良県

和歌山県

大阪府

滋賀県

京都府
兵庫県

　凡例

１万トン～５万トン

５万トン～１０万トン

１０万トン～



 64

３ 府県別の搬入・搬出状況 

各都県の産業廃棄物処理業者の処理実績に基づく処理状況をみると、図 5-24 のとお

りである。 

①各府県とも排出府県内での処理量が最も多くなっている。 

②兵庫県は搬入量が搬出量より多くなっており、奈良県、和歌山県も同じ傾向である。 

③大阪府は搬出量が搬入量より多くなっており、京都府も同じ傾向である。大阪府は、

搬出量が搬入量の約 2 倍となっている。 

 

（単位：千ﾄﾝ/年）
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

排出府県内での処理量 1,194 1,809 6,915 6,078 616 1,944
他府県への搬出量 727 1,385 3,262 1,801 314 387
他府県からの搬入量 724 515 1,589 2,290 443 856

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

産
業

廃
棄
物

処
理

量

排出府県内での処理量

他府県への搬出量

他府県からの搬入量

 
 

図 5-24 近畿ブロック内の排出府県内処理と排出府県外での処理の状況 
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４ 種類別の移動状況 

近畿ブロックにおける産業廃棄物の府県外移動量を廃棄物の種類別にみると、中間

処理目的の場合、がれき類及び汚泥、廃プラスチック類の 3 品目で約 6 割を占めてい

る。最終処分目的の場合、汚泥及び鉱さい、廃プラスチック類の 3 品目で約 7 割を占

めている。（図 5-25 参照） 
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図 5-25 近畿ブロックにおける種類別の産業廃棄物の広域移動（平成 18 年度） 
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 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される主な 8 種類の広域移動状況

をみると図 5-26～5-33 のとおりである。 

（１）がれき類 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理されるがれき類は、中間処理

目的量が 192.7 万トン、最終処分目的量が 13.5 万トンとなっている。 
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図 5-26 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（がれき類） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（２）汚泥 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される汚泥は、中間処理目的

量が 106.0 万トン、最終処分目的量が 55.3 万トンとなっている。 
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図 5-27 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（汚泥） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（３）廃プラスチック類 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される廃プラスチック類は、

中間処理目的量が 99.7 万トン、最終処分目的量が 28.6 万トンとなっている。 
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図 5-28 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（廃プラスチック類） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（４）ばいじん 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理されるばいじんは、中間処理

目的量が 46.6 万トン、最終処分目的量が 4.5 万トンとなっている。 
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図 5-29 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（ばいじん） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上



 70

（５）鉱さい 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される鉱さいは、中間処理目

的量が 17.1 万トン、最終処分目的量が 30.2 万トンとなっている。 
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図 5-30 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（鉱さい） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（６）木くず 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される木くずは、中間処理目

的量が 34.0 万トン、最終処分目的量が 0.2 万トンとなっている。 
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図 5-31 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（木くず） 

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（７）燃え殻 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理される燃え殻は、中間処理目

的量が 23.4 万トン、最終処分目的量が 7.4 万トンとなっている。 
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図 5-32 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量（燃え殻） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上
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（８）ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず 

 近畿ブロック内において、排出府県を越えて処理されるガラスくず、コンクリ

ートくず及び陶磁器くずは、中間処理目的量が 16.8 万トン、最終処分目的量が

8.0 万トンとなっている。 
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図 5-33 近畿ブロックにおける産業廃棄物の広域移動量 

（ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず） 

最終処分
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ
10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上

中間処理
1万ﾄﾝ ～ 5万ﾄﾝ
5万ﾄﾝ ～ 10万ﾄﾝ

10万ﾄﾝ ～ 50万ﾄﾝ
50万ﾄﾝ 以上


